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１募集の趣旨

第５期介護保険事業計画（平成24年度～平成26年度）に基づき地域密着型サービス事業

所の整備を行うに当たり、補助金§を活ﾉﾗｦして~整備を行う事業者を募集します。

なお、 今回嘉集を行う事業は，総量瀕撒のか象ではありません。補助金を活用しない場

合は、今回の募集手続きを経ずに、別途、介護保険法に基づく指定申請を行ってください。

（Ｐ６「10地域密着型サービス事業者の指定」参照）

２募集する地域密着型サービス事業所の種類など

①定期巡回．随時対応型訪問介護看護事業所

②認知症対応型通所介護事業所（介護予防認知症対応型通所介護を含む）

③小規模多機能型居宅介護事業所（介護予防小規模多機能型居宅介護を含む）

※本庁圏域・西圏域は除きます。

本庁圏域

西圏域

坂本町。汐入町・本町・稲岡町・小川町・大滝町・緑が丘・若松町・

上町・泊町・不入斗町・鶴ヶ岡・平和台・汐見台・日の出町・

米が浜通・平成町・安浦町・三春町・富士見町・田戸台・深田台．

望洋町・佐野町

秋谷・湘南国際村・子安・長坂・佐島・太田和・荻野・山科台．

芦名・佐島の丘・林・須軽谷・長井・御幸浜・武

④複合型サービス事業所

※認知症対応型共同生活介護事業所（グループホーム） の募集はありません。

【術考】

１）今回の募集は、新規に介護保険法による指定を受け、事業を開始する事業所が対象

です。

２）選定数に上限はありませんが、本市が適切な整備計画と認めた場合に限ります。

なお、国・県の予算の都合により件数等を調整する場合があります。
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３補助額

●ｸｻﾘ鋤撫X割『'、平疏〃年麓の金溌で抗舗吻金の駒f源Xﾗf国の／地域介謝・福鉦空廠盤

読金_/・/糊窯〃 プﾅ｡〕誠塑蛎緊急豊傭等臨時襟〃受F〃金皇／であるため、今腸蕊、

国や螺の予算のｸｳf泥によ〃顔の趣j雪ｐ鍾減ノ・蕊止になる可龍盤もあり藍ずのでご

厳溌ください。

①建設（改修）費（ハード）に対する補助（財源：神奈川県介護基盤緊急整備等臨時特例交付金）

対 象 事 業 所 1事業所当たりの補助単価（上限）

定期巡回.随時対応型訪問介護看護事業所 500万円

認知症対応型通所介護事業所 1,000万円

小規模多機能型居宅介護事業所 3,000万円

複合型サービス 2,000万円

【備考】

１）運営法人が、建設蟹（改修費を含む｡）を負担した場合が対象です。

２）補助額は、補助単価と補助対象となる経費の実支出額とを比較して少ない方の額

となります。

３）用地買収費、造成費、外構工事費、職員の宿舎・車庫・倉庫の建設費、その他整

備に関する事業として適当と認められない費用については補助対象となりません。

②事業初年度に必要な経費（ソフト）に対する補助（財源：地域介護．福祉空間整備推進交付金）

対 象 事 業 所 1事業所当たりの補助単価（上限）

定期巡回。随時対応型訪問介護看護事業所 2,000万円

複合型サービス 300万円

［備考】

１）事業立上げの初年度に必要な経費のうち､､次の費用が補助の対象です。

需用費（消耗品費、燃料費、光熱水費など)、使用料・賃借料、備品購入費、報酬、

給料、職員手当等、共済費（社会保険料など)､､賃金、旅費、役務費（通信運搬費、

広告料など）

２）経費は、初年度の利用見込み等を勘案し、必要最低限のものとしてください。

３）補助額は、補助単価と補助対象となる経費の実支出額とを比較して少ない方の額

となります。
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※なお、平成24年度までは、神奈川県介護基盤緊急整備等臨時特例交付金を財源として、小規模多機

能型居宅介護事業所の施設開設準備経費等に対する補助もありましたが、廃止する方向で検討中との

ことであるため、事業の収支計画には見込まないでください。ただし、来年度以降も補助が継続され

ることになった場合は、選定された事業者に補助金を交付します。

４ 応 募 要 件

以下の①から⑤のすべてに該当すること。

①補助金の交付決定後の平成25年６月（予定）以降に着工し、平成26年３月３１日までに

工事が完了する計画であること。

②事業予定地が市街化調整区域にないこと。

③長期的に適正で安定した事業運営ができること。

④関係部署と調整を行い、介護保険法のほか、都市計画法、建築基準法、消防法等の関係

法令を遵守した事業計画とすること。

特に、下記の点に注意してください。

・法人役員等の欠格要件

介護保険法第78条の２第４項各号・同条第５項第１号から第３号及び第１１５条の１２

第２項各号・同条第３項各号に該当しないこと。

。事業所の人員、設備、運営等の基準

「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」（平成18年厚生

労働省令第34号）。「指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並

びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準」（平成18年厚生労働省令第36号）を遵守した計画であること。

※これらの基準については、今後、省令の内容を踏まえて本市の条例に規定します。条例は、平

成25年４月から施行する予定です。

⑤事業を行う法人が暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第

２号に規定する暴力団）に該当しないこと。また、法人の代表者・役員のうちに暴力団

員（同法律第２条第６号に規定する暴力団員）に該当する者がいないこと。
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５応募方法

（１）提出書類

Ｐ８の一覧表に定められた書類を下記の方法で調製してください。

①Ａ４サイズのフラットファイルに綴じ、表紙・背表紙に「平成24年度（地域密着型サ

ービス事業の種類）の応募申請書.（予定）事業所名・法人名」と記載してください。

【例】『平成24年度小規模多機能型居宅介護事業所の応募申請書（仮称）○○○△△会』

②書類は、原則としてＡ４版とします。図面等については、Ａ３版に縮小し、Ａ４版サ

イズに折って綴じてください。

③各書類には、Ｐ８の一覧表の書類番号を表記したインデックスをつけてください。

インデックスは、書類の１枚目に直接つけるのではなく、白紙につけ、各書類の先頭

に綴じてください。

【備考〕

１）提出された書類等は返却いたしませんのでご了承ください。

２）書類等の作成費用は、全額事業者負担となります。

３）提出書類の様式（データ）は、本日以降数日のうちに横須賀市のホームページに掲

載しますので、ダウンロードしてご利用ください。

http://www,ｃｉｔｖ､vokosllk孔 kanaIZaWajb/kenkou/fukushi/houjin/ji屑youshaboshuILｈｔｍｌ

(横須賀市ホーム>健康・福祉、教育>年金・保険>介護保険>事業者募集）

（２）提出期限

平威〃隼ノルヲ3/臼ｆ次ノ午菱５時葵で

（３）提出方法
●

来庁日時をお約束のうえ、介護保険課施設整備係へ持参により１部提出してください。

【備考】

１）提出期限以降は提出できません。ただし、必要に応じて、書類の補正・追加を求め

ることがあります。

２）書類の追加や修正が生じる場合がありますので、提出期限直前は避け、余裕をもっ

て提出していただきますようお願いします。

３）提出していただいた図書等は、情報公開条例第２条第２項の規定する公文書として

４



６選定方法等

（１）審査”決定

本市の福祉部長を委員長とし、関係課長をメンバーとする選定審査会で提出書類な

どをもとに採点方式により審査を行い、最終的に市長が決定します。

（２）審査項目

審査項目は、①事業理念、②事業実績、③財務状況、④運営方針、⑤運営計画、

⑥収支計画、⑦人材の確保、⑧施設設備、⑨地域性、⑩地域との連携、⑪地元の理解

などを総合して評価します。

（３）審査結果の通知等

審査結果は、平成24年12月中に応募者に文書で通知します。

なお、補助が決定した事業所については、事業者名、連絡先電話番号、事業概要等

を市のホームページ等で公表します。

７整備に伴う地元説明の実施

地域密着型サービス事業は、事業所の運営に当たって、地元職住民等との連携・協力など、

地域との交流を図ることが必要不可欠です。このため、応募の際には、事前に地元（最低

でも事業予定地の近隣住民、町内会長、自治会長、その地域を担当する民生委員等）に対

して事業計画の概要などの説明を実施してください。

なお、説明を行った後に事業計画を中止する場合は、その旨を地元にも報告すること。

８建設工事、設備備品の購入について

補助決定後の建設工事、設備備品の購入の際には、以下の点に留意してください。

①建設工事の入札は、別に定める「社会福祉施設等（高齢者に係る施設に限る）整備の

工事請負契約に係る入札等の手続きについて」に従って、新聞への掲載等の公告による

条件付き一般競争入札（法人が設定した条件を満たしていれば誰でも参加できる一般競

争入札）により行うこと。

頁
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公開請求の対象となります。



②「入札参加資格者は、「横須賀市競争入札参加有資格者名簿」に登載されている業者で

あること｡」を入札の参加資格とすること。

③入札前に「入札参加業者の届出」を、入札後に「入札結果届」を提出すること。

④補助対象となる設備備品の購入は、入札により行うこと。

９スケジュール（予定）

今後のスケジュール（予定）は以下のとおりです。

平成24年10月３１日募集期限

１２月補助事業者の決定

一本市と国“県で補助金支出について調整一

平成25年６月頃本市に補助金の交付申請

入札による建設工事の施工業者選定し、工事着工

１０地域密着型サービス事業者の指定

介護保険法に基づく地域密着型サービスを実施するためには、市長の指定を受ける必要

があります。そのためには、介護保険法その他の関係法令に適合しなければなりません。

指定申請の手続きなどについては、本市の福祉部指導監査課にお問い合わせください。

なお、指定申請を行う際には、下記の審査手数料がかかります。

事業の種 類

定期巡回ｂ随時対応型訪問介護看護事業所

認知症対応型通所介護事業所

小規模多機能型居宅介護事業所

複合型サービス

介護予防認知症対応型通所介護事業所

介護予防小規模多機能型居宅介護事業所

【指定についてのお問い合わせ先】

横須賀市福祉部指導監査課認可・指定係

Ｔｍ：０４６‐８２２‐８１６２Fax:046‐８２７‐０５６６

６

●

手数料

20,000円

30,000円

15,000円



１１独立行政法人福祉医療機構による福祉貸付事業

独立行政法人福祉医療機構（福祉医療機構）は、社会福祉法人や営利法人、ＮＰＯ法人

等による事業所の整備等に対して建築資金等の融資を行っています。

借入については、福祉医療機構に直接相談してください。

【お問い合わせ先】

独立行政法人福祉医療機構福祉貸付部福祉審査課融資相談係

東京都港区虎ノ門４－３－１３

皿：０３‐３４３８‐９２９８Fax:０３‐３４３８‐０５８３

ＵＲＬ：http://hp､ｗａｍｇｏ・ｊｐ／

１２その他の留意事項

①応募を取り下げる場合は、取下書（任意様式）を市長あてに提出してください。

②応募期限以降の計画の変更（予定地の変更など）には応じませんので、十分に精査した

うえで応募してください。

③虚偽又は不正等による応募が明らかとなったとき、応募要件を満たさなくなったとき

又は事業運営に関し法令違反があったときは、応募を無効とします。

７
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提出書類一覧

No. 提出書類

１ 申請書【様式１】

２ 法人の事業概要と応募動機【様式２】

３ 法人登記事項証明書

４ 定款又は寄附行為

５ 決算報告書

６ 事業計画書【様式３】

７ 案内図

８ 建物の平面図

９ 建物の立面図

10 建物登記事項証明書

1１ 建物に係る契約書又は確約書

1２ 土地登記事項証明書

1３ 公図の写し
’

1４ 建設予定地に係る契約書又は確約書

1５ 資金計画書【様式４】

1６ 民間金融機関借入金融資証明書

1７ 資金収支（見込）計算書【様式５】

1８ 借入金返済計画書

1９ 地元説明報告書【様式６】

2０ 介護職員等の確保の見込みについて

2１ 建設工事見積書

2２ 建設工事工程表

2３
事業初年度に必要な経費に対する補

助の対象となる経費の一覧

８

備 考

最新のもの

最新のもの

直近３期分

各室ごとの有効面頼（内のり）を表示してください。

最新のもの（自己所有の場合）

売買契約（確約）書、所有権移転登記確約書等

／停止条件付きでもかまいません。

最新のもの

売買契約（確約）番、所有権移転登記確約書等

／停止条件付きでもかまいません。

【参考例】を参照してください。

事業所を併設する場合は、①それぞれの事業所

ごと、②合算のものを作成してください。

各年の返済額・元金・利息・残額がわかるもの

①説明した範囲（場所）がわかるようにマーカ
｡

－等で表記した地図等、②説明に使用した資料

一式を添付してください。

経費の名称・単価・合計額を記載してください。

(定期巡回。随時対応型訪問介護看護事業所

／複合型サービス事業所の場合）



(あて先）横へ須賀市長

所在地

法人名

代表者氏名

電話

様式１画
平成年月日

印

地域密着型サービス事業所開設補助への応募について

標記の件について、

要書類を提出します。

領

地域密着型サービス事業所開設補助に応募し、別添のとおり必

連絡先代表者

ＴＥＬ：

ＦＡＸ：

Ｅ－ｍａｉｌ：



画様式２

法人の事業概要と応募動機

１法人の事業概要

ブリガナ

法人名

代表者名

Ｔ－

所在・地

設立年 月日 年月日設立（予定）

沿革

主な業務内容

介護保険サービス実施の実績があれば記載してください。



２法人の事業理念と応募動機

法人の事業理念と今回の応募との関係（動機）などを具体的に記載してください。

ｔ ●



匿画様式３

事業計画書

１開設予定の地域密着型サービス

サービス種類

(予定)事業所名 (仮称）

事業予定地 横須賀市

サービスの内容 別紙【｢サービスの内容」欄の記載事項】参照

通常の事業の

実施地 域

２整備予定建物

構造規模等 造階建 （ ㎡ ） ／ 階 部 分 （ ㎡ ）

ｌ新築２改修３増改築４改修なし

※新築以外の場合 年築

昭和56年以前に建築された建物の場合

建物の状況
耐震診断 口実施口未実施

耐震工事の必要性 口耐震工事の必要なし

と実施状況 口実施口未実施

・スプリンクラー
● 自動火災報知機

･火災通報装置

の設置状況

ｌ自己所有２今後取得予定（年月日）

権利形態 ３借家（予定を含む｡）

賃貸借 契 約 期 間 年 月 日 ～ 年 月 日



３整備予定地

① 用途地域：．

高度地区：

防火・準防火地域：

②宅地造成等規制区域
土地利用規制の

③その他の法規制：
状況等

④その他

都市計画法の開発許可・・建築許可の必要有。無

農地法の手続きの必要有。無（農地転用許可・届出）

その他の許可の要否：

敷地面積 ㎡

１自己所有２今後取得予定（年月．日）
権利形態 ３借家（予定を含む｡）

賃貸借契約期間年月日～年月日

【注】・「土地利用規制の状況等」欄には、該当するものに○印又は記載してください。

。「取得用地の状況」欄については、それぞれ該当する箇所に○印をつけてください｡．

４事業費及び財源 (単位：円）

総事業費 補助金 設置者負担



【注】工事事務費（設計監理費）については、建築工事･費の2.6％以内を限度額とし、残額については補

助対象外事業費欄に、工事事務費として別途記入してください。

５施設整備事業費内訳

区分 費目
総事業費

金額

補
助
対
象
事
業
費

建築工事費

付帯工事費

電気設備費

空調設備費

衛生設備費

○○○○○

※工事事務費

○○○○○

小 計

円

補
助
対
象
外
事
業
費

用地買収費

造成費

工事事務費

備品購入費

○○○○○

小 計

合 計 ｝
１
１



６利用者確保の方策

利用者の募集方法、広告等の計画を具体的に記載してください。

利用者の募集計画

市場調査等の分析などによる利用者確保の見込みを具体的に記載してくだ

さ い ⑨

利用者数の見込み



●

７ 事業所の運営方針等

これまでの事業実績の活用、先駆的な取組み、利用者ニーズヘの対応など、

事業所の運営方針を記載してください。

事業所の運営方針

地域と連携して事業所を運営するために取組む事項などを記載してくださ

い 。

地域との連携

介護職員の定着を図り、質の高い介渡サービスを提供するための研修計画

や報酬体系について記載してください。

介護職員の処遇の

方針等

※１～７の各欄のスペースが足りない場合は、欄を拡張するか別紙に記入してください。



【｢サービスの内容」欄の記載事項】

○定期巡回。随時対応型訪問介護看護

予定利用人数

事業所の形態（一体型・連携型）

○（介護予防）認知症対応型通所介護

利用定員（人）

○（介護予防）小規模多機能型居宅介護

登録定員（人）／通い定員（人）／宿泊定員（人）

○複合型サービス

登録定員（人）／通い定員（人）／宿泊定員（人）



(①－ア償還財源)！

様式４

資金計画書

【①借入金】

(①一イ設置者負担分内訳）

(単位：千円）

(単位：千円）

(単位：千円）

＜…-.-．…』

ｒ一一-－－－－－つ一つ－－－－＝一一一一・・・一・口・－－句一一一一一一一一－つ－－－口－－－．つ－－．口･－－－－－今一一一一の一一つみ

Ｉ
､ソ

借 入金

充当財源

設置者負担分 介護報酬・管理費収入等 合 計

寄付予定者 年齢 職業 前年の課税所得又は利益 寄付総額 最多償還年額

本部会計繰入金等 内容 繰入総額

借入先 借入額（Ａ） 利息（Ｂ） 合計（Ａ＋Ｂ） 備考

事業費 資 金 内 訳 備考

補助金

設
置
者
負
担

･借 入金

･寄 付金

･その他

千円

→①記入

→②記入

→③記入

合計 千円 合計



「

【②建設財源としての寄付金】

借入先 年齢 職業
前年の課税

所得ヌは雌

【③その他内訳】

既設施設名 借入先

預貯金残

高合計額

借入金額

寄付金額

前年度償還額

(単位：千円）

寄付履行の

確認書類等

(単位：千円）

償還残額に対す

る設置者負担分

既設法人の

場合
設 置 者 負 担 分 内 訳

寄付予定者 年齢 職 業

本部会計繰入金等 内容

前年の課税

所得又は利益
寄付総額

繰入総額

最多償還

年額

【記入上の注意点】

１（①一ア償還財源）欄の「借入金」と充当財源の「合計」については同額となります。

２【②建設財源としての寄付金】欄の「寄付履行の確認書類等」は、寄付履行の確実性を確認した書

類（贈与契約書、残高証明書等）を記載してください。

３【③その他内訳】欄には、建設積立金等を記入し、金額も記載してください。

４各欄のスペースが足らない場合は、別紙に記載してください（様式自由)。



様式５

資金収支（見込）計算雷

嚢11

[ 函

【注】１．

２．

３．

４．

の収支を見込んで提出してください。

豆が定める介漉給付費単位数・’単位の単価に基づき額算してください。

それぞれの事業所ごと、②合算のものを作成してください。

、

、

介溌保険報酬は、厚生労働大臣が定める介漉給付費単位数・

事業所を併設する場合は、①それぞれの事業所ごと、②合駕

欄が不足する場合は追加してください。

(里付２千円）

項 目
1年目

平 成 年 ～ 年

２年月

平成年～年

３年月

平成年～年

４年目

平成年～年

5年目

平成年～年

備考

想定稼働率 ％ ％ ％ ％ ％

収
入

介護保険報酬

光熱水費

食材費

家賃又は宿泊費．

その他の日常生活費

収入計①

支
出

給与費

法定福利費

福利厚生費

消耗品費・事務経費

地代等

支出計②

減価償却前損益③＝①－②

減価償却費④

減価償却後損益⑤＝③一④

借入金返済額（元金十利子）⑥

余剰金⑦＝③－⑥



〆

様式６回
地元説明報告書

事業予定 地

説明の実施日

説明の場所

説明を行った者の氏名

説明に対する意見の概要

意見に対する措置又は考え方

【記入上の注意点】

１説明は、最低でも事業予定地の近隣住民、町内会長、自治会長、その地域を担当する民生委員等に

対して行ってください。

２各欄のスペースが足らない場合は、欄を拡張するか別紙に記載してください（様式自由)。

Ｆ

〆



の

▽

●

社会福祉法人○○会

理事長 ○○○○様

民間金融機関借入金融資証明書【参考例】

融資証明書

平 成 年 月 日

株式会社△△銀行△△支店

支店長△△△△印

貴法人の下記事業に対し、建設費その他の資金について

融資することを証明します。 ●

円を上限として

記

１事業目的介護保険地域密着型サービス事業所整備事業

２整備予定地

３事業費 総額

※この様式は参考例ですので、借入先の様式でかまいません。

ただし、借入金額は記載してください。
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